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イギリス・ドイツにおける建設アスベストの粉塵対策と
代替化の展開（上）

杉本　通百則ⅰ

　本稿ではイギリス・ドイツにおける建設アスベストの粉塵対策と代替化の要因について，建設アスベス
トを対象とした法的規制の展開，危険性の認識，粉塵対策・規制の実態，代替化の展開などの観点から考
察している。建設現場におけるアスベストの粉塵対策は，プレカット，移動式局所排気装置，作業場の隔
離，集塵器付き電動工具，湿式化，防塵マスクなどの総合的対策であった。そしてイギリスでは管理使用
が困難となり，粉塵対策にコストも掛かることからメーカーが自主的に使用禁止の方向へ転換し，またド
イツでは環境曝露の危険性から国家が主導的に使用禁止政策へと転換した。イギリス・ドイツにおける建
設アスベストの代替化は，建設作業を対象とした粉塵濃度規制を伴う粉塵対策の徹底・強化および実効性
の確保による必然的帰結である。
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はじめに

　アスベストに起因する健康被害は世界中で深刻な
問題となっている。アスベストは耐熱・耐摩擦性，
高張力・柔軟性，耐薬品・耐食性，断熱・防音・絶
縁性などの特性からさまざまな用途に広く使用され
てきたが，その消費量の大部分は建設アスベストと
しての利用であり（イギリスで６０％以上，ドイツ・
日本で７０％以上）１），今後さらに建設作業員を中心
とした被害の拡大が懸念されている。
　アスベストの有害性は，決して昨今明らかになっ
たことではない。１８９９年のイギリスのマレーによる
最初の石綿肺の報告から，１９２４年のクックによる石
綿肺の病理学的研究とアスベスト小体の発見，１９３０
年にはミアウェザー&プライスによる大規模な疫
学的調査の実施，同年のILOによる第１回国際珪肺
会議の開催と石綿肺の危険性の警告，さらには１９３４
年刊行の医学の教科書（弁護士用）への石綿曝露の
重篤性の記載などを通して，遅くとも１９３０年代初頭
にはアスベストの危険性は国際的に広く認識されて
いたと考えられる２）。それゆえ，各国では同時期に
疫学的調査や工学的対策が開始されたのであり，イ
ギリスでは１９３１年の「アスベスト産業規則」により，
ドイツでは１９４０年の「アスベスト加工企業における
粉塵の危険の撲滅のためのガイドライン」により法
的規制が実施されたのである。日本においても１９３７
年に旧内務省保険院社会保険局による大阪泉南地域
の医学的調査がなされたのであるが（内務省保険院
社会保険局 １９４０），日本でアスベスト粉塵に対する
本格的な規制が開始されるのは，じつに１９７１年の
「特定化学物質等障害予防規則」からであり，欧米

に比して３０～４０年対策が遅れたことになる。しかも
それは建設作業を屋外作業として事実上規制対象か
ら除外したものであった。
　また，１９３５年のリンチ&スミスによる最初のアス
ベスト肺がんの報告から，１９３９年刊行の医学の教科
書へのアスベスト肺がんの記載，１９４３年のヴェドラ
ーによる最初の中皮腫の報告，戦後は１９５５年のドー
ルによるアスベスト肺がんの疫学的研究，１９６０年の
ワグナーらによる非職業性曝露による中皮腫の報告，
さらには１９６４年のニューヨーク科学アカデミー主催
の「アスベストの生物学的影響に関する国際会議」
などを通して，遅くとも１９７０年代初頭にはアスベス
トの発がん性と低濃度（環境）曝露の危険性は国際
的にも広く認識されていた（Enterline １９９１，Proctor 
１９９９： １１１）。そのため，各国ではアスベストの粉塵
規制の強化や使用禁止政策への転換が図られること
になる。アスベストの輸入量は図１の通り，イギリ
スでは１９７３年の１９万８０００トン（消費量は１９万５０００ト
ン）をピークに，ドイツでは１９７７年の３９万９０００トン
（消費量は１９８０年の３６万６０００トン）をピークに急減
していることがわかる３）。ところが日本ではアスベ
ストの輸入量が１０万トンを下回るのは２０００年以降で
あり（イギリスでは１９８０年，ドイツでは１９８４年），使
用禁止がなされたのはようやく２００６年のことである。
　これらのことはイギリス・ドイツは日本より１０～
２０年もアスベストの使用禁止・代替化が早かったこ
とを意味するが，同じ先進資本主義国のなかでなぜ
これほどまでに対策の相違が生まれたのであろうか。
本稿では，これらの要因について，イギリス・ドイ
ツのそれぞれにおいて，建設アスベストを対象とし
た法的規制の展開，危険性の認識，建設アスベスト
の粉塵対策・規制の実態とその効果・影響，代替化
の展開などの観点から明らかにし，日本の建設アス
ベスト問題の解明に資するものとしたい。
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　（２）１９８０年代以降の建設現場におけるアスベスト
粉塵対策

４　建設アスベストの代替化の展開
　（１）労働組合運動による代替化の要求
　（２）アスベストセメント製品の代替化の要因
おわりに



Ⅰ　イギリスにおける建設アスベストの粉塵対
策と代替化の展開

１　建設アスベストを対象とした法的規制
　イギリスにおける建設アスベストを対象とした法
的規制は，１９３１年の「アスベスト産業規則」でアス
ベストセメント産業が規制され，１９４８年の「建築規
則」で建設現場における一般的な粉塵対策の規制が
なされ，１９６９年の「アスベスト規則」により濃度規
制を伴う粉塵対策が建設現場にも導入され，その後
１９８３年，１９８４年と濃度規制が強化され，１９８５年に吹
き付けアスベスト，断熱材，クロシドライト・アモ
サイトが禁止され，１９９９年にはクリソタイルの全面
禁止がなされた。法的な使用禁止時期は遅いが，メ
ーカーの自主的禁止等により１９７３年をピークにアス
ベスト消費量は急減しており，１９８０年以降は使用実

態が少ない水準で推移したこと，また１９８３年のライ
センス制の導入により建築物の解体規制が厳格であ
ることなどが特徴である４）。

（１）１９３１年のアスベスト粉塵規制の成立
　１９３０年のミアウェザー&プライスによる報告書
を契機として，１９０１年工場・作業場法に基づいて，
１９３１年 に「ア ス ベ ス ト 産 業 規 則」（Asbestos 
Industry Regulations １９３１）が成立し，１９３２年３月
に施行された５）。本規則は，アスベストの粉砕，分
解，開綿，研削，混綿工程，紡織品製造の全工程，
断熱板・マットレス製造工程など，アスベストセメ
ント産業を含むアスベスト含有製品の製造業を適用
対象として，作業工程毎の局所排気装置の設置・保
守（第１条）を中心として，密閉化，機械化，湿潤
化，作業場の隔離，呼吸保護具，若年労働者の作業
制限，違反に対する刑事罰など，アスベスト粉塵に
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図１　イギリス・ドイツ・日本のアスベスト輸入量の推移（１９２０～２００５年）
出所：Imperial Institute（１９２５，１９２７，１９３０，１９３３，１９３６，１９３８，１９４８），Institute of Geological Sciences（１９５３，１９５９，１９６５，１９７１），

British Geological Survey（１９７８，１９８０，１９８４，１９８９，１９９４，１９９９，２００４），Virta（２００６），「財務省貿易統計」より作成。



対する総合的な対策を世界で初めて具体的に義務づ
けたものである。ただし，臨時的作業や週８時間以
下の労働者の作業などは適用除外されている。
　ついで１９３７年に「工場法」（Factories Act １９３７）
が成立し，１９３８年７月に施行された。一般的な粉塵
対策として，実行可能な範囲で無害にするための十
分な換気（第４条），および粉塵やガスを除去する
ために局所排気装置（粉塵やガスが作業場の空気に
入るのを防ぐために発生源の可能な限り近くに供給
される排気装置）の設置（第４７条１項）を要求して
いる。これにより，「工場」の定義に含まれる建物
内での建設作業には一般的な保護義務が適用される
ことになる。
　そして１９４８年１０月の「建築（衛生・安全・福利）
規則」（Building (Health, Safety and Welfare) 
Regulations １９４８）により，建築物の建設，改築，修
繕・維持，解体，準備（基礎工事）を適用範囲とし
て，研削，清掃，吹き付け，取り扱いの場における
粉塵やガスの吸入を防ぐために十分な換気の保証や
適切なマスクの供給・使用などの全ての合理的・実
用的手段（第８２条）を取ることを求めている。
　また１９６１年成立（１９６２年３月施行）の「建設（総
則）規則」（Construction (General Provisions) 
Regulations １９６１）では，適用範囲が全ての建築工
事と土木建設作業に拡大し，粉塵・ガスの吸入の防
止として，１９４８年建築規則の第８２条と同様の措置
（第２０条），および掘削等の換気においても実効性の
ある手段（第２１条）を取ることが課されている。
　さらに １９６６ 年８月の 「建設 （現場） 規則」
（Construction (Working Places) Regulations １９６６）
において，保護範囲が作業場で働いている全ての人
の安全の確保（第６条２項）へと拡大された。

（２）１９６９年以降のアスベスト粉塵濃度規制の展開
　１９６１年工場法に基づく規則として，１９６９年に「ア
スベスト規則」（Asbestos Regulation １９６９）が制定
され，１９７０年５月に施行された。本規則は全２０条か
ら構成され，アスベストまたはアスベストの一部な

いし全部を含む製品に関連する全ての工程を適用対
象（第３条１項）として，クロシドライトの作業
（断熱被覆材の除去を含む）時には２８日前に工場監
督官への書面での通告（第６条），局所排気装置（作
業場所の空気中へのアスベスト粉塵の侵入を防ぐ排
気装置）の設置・保守・検査（第７条），認可された
呼吸用保護具および防護服の着用（第８条），粉塵
を発生させない方法による清掃（第１０条），真空掃
除機の使用（第１２条），アスベスト粉塵が堆積・飛
散しないような建築物の設計（第１３条），容器への
標示（第１７条），呼吸用保護具・防護服の保管（第１８
条），若者の雇用制限（第２０条）など，総合的な粉塵
対策が義務づけられている。これにより，アスベス
トを取り扱う建設・解体作業を含む全ての工場，建
造物，作業場所が粉塵濃度規制の適用対象となり，
違反に対しては刑事罰が課され，かつ建設現場にお
ける事業者は，自らが雇用しているかどうかに関わ
らず，危険を被る全ての労働者に対し，規制を遵守
する責務（第５条２項）を負うことになった。
　ついで１９７４年の「労働安全衛生法」（Health and 
Safety at Work etc. Act １９７４）の成立によって，「全
ての事業者は，合理的に実行可能な範囲において，
その企業により影響を受けるその雇用外の者が，そ
れによってその安全衛生に危険が及ばないように，
その企業を運営する義務を負う」（第３条１項）こ
とになり，使用者の一般的義務として，被用者だけ
ではなく，自営業者，個人事業主（一人親方），訪問
者，周辺住民など，企業活動が第三者に与える危険
に対する包括的な管理責任（情報提供を含む）が広
く課されるようになった。また「労働に用いられる
物品を設計，製造，輸入または供給する者」もその
原材料・製品や道具・機械などの使用が安全衛生に
危険が及ばないように，同様の義務を負う（第６条
１項）ことになった。
　そして１９８３年成立の「アスベスト（ライセンス）
規則」（Asbestos (Licensing) Regulations １９８３）に
より，アスベストの断熱・被覆に関わる事業者に対
して，安全衛生庁（HSE）によるライセンス制が導
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入された。
　また１９８５年成立（１９８６年１月施行）の「アスベスト
（禁止）規則」（Asbestos (Prohibitions) Regulations 
１９８５）により，吹き付けアスベスト・断熱材，クロ
シドライト・アモサイトの使用が禁止され，１９８５年
成立の「アスベスト製品安全規則」（Asbestos 
Products Safety Regulations １９８５）により，クロシ
ドライト・アモサイト含有製品が禁止されるととも
に，他のアスベスト含有製品に対しては警告標示が
義務づけられた。
　その後，１９７４年労働安全衛生法に基づく規則とし
て，１９８７年に「作業場のアスベスト管理規則」
（Control of Asbestos at Work Regulations １９８７）が
成立し，１９８８年３月に施行された。これにより，適
用範囲が全ての被雇用者と作業により影響を受ける
全ての人々に拡大され，かつ濃度規制の強化の一環
として，許容濃度とは別に，当該濃度に達した場合
には一定の予防措置が義務づけられる「アクション
レベル」が導入された。すなわち，クリソタイルの
曝露限界が０.５本／cm3（４時間平均濃度）および１.５
本／cm3（１０分間平均濃度），同アクションレベルが
１２０本・時間／cm3（１２週間累積曝露量）に，クロシ
ドライト・アモサイトの曝露限界が０.２本／cm3（４
時間平均濃度）および０.６本／cm3（１０分間平均濃度），
同アクションレベルが４８本・時間／cm3（１２週間累
積曝露量）に設定された。
　続いて１９８７年の「アスベスト製品安全（修正）規
則」（Asbestos Products Safety (Amendment) 
Regulations １９８７）では，ガス触媒ヒーター，触媒パ
ネル，断熱機器，玩具，吹き付け製品，粉末状製品，
紙巻きタバコ，葉巻パイプ，塗料など，アクチノラ
イト，アンソフィライト，クリソタイル，トレモラ
イト含有製品の一部が禁止された。
　さらに１９９０年成立の「大気中のアスベスト管理規
則」（Control of Asbestos in the Air Regulations 
１９９０）において，大気中へのアスベスト排出限界が
０.１mg／m3に設定された。
　それから１９９２年成立（１９９３年施行）の「作業場の

アスベスト管理（修正）規則」（Control of Asbestos 
at Work （Amendment） Regulations １９９２）では，
曝露限界・アクションレベルがそれぞれ引き下げら
れた。すなわち，クリソタイルのアクションレベル
が９６本・時間／cm3（１２週間累積曝露量）に，一方
でクリソタイル以外の曝露限界として０.２本／cm3

（４時間平均濃度）および０.６本／cm3（１０分間平均濃
度），同アクションレベルが４８本・時間／cm3（１２週
間累積曝露量）に設定された。
　つぎに１９９２年成立の「アスベスト（禁止）規則」
（Asbestos (Prohibitions) Regulations １９９２）では，
全ての角閃石アスベストの輸入が禁止され，クリソ
タイル含有製品の一部（塗料，低密度断熱・防音材，
床・壁面の下張り，モルタル，保護被覆，充填剤，
シーリング材，接合剤，接着剤，装飾用品，屋根用
フェルトなど）の使用が禁止された。
　加えて１９９８年成立（１９９９年施行）の「作業場のア
スベスト管理（修正）規則」（Control of Asbestos 
at Work (Amendment) Regulations １９９８）により，
クリソタイルの曝露限界が０.３本／cm3（４時間平均
濃度）および０.９本／cm3（１０分間平均濃度），同アク
ションレベルが７２本・時間／cm3（１２週間累積曝露
量）に引き下げられた。
　最後に１９９９年の「アスベスト（禁止）（修正）規則」
（Asbestos (Prohibitions) (Amendment) Regulations 
１９９９）において，アスベストセメント製品を含む全
てのクリソタイルの使用が全面的に禁止された。
　なお，２００６年の「アスベスト管理規則」（Control 
of Asbestos Regulations ２００６）では，「アスベスト禁
止規則」「作業場のアスベスト管理規則」「アスベス
トライセンス規則」の３つの規則が統合され，全ア
スベストの曝露限界がEU基準の０.１本／cm3（４時
間平均濃度），承認実施基準として０.６本／cm3（１０分
間平均濃度）に引き下げられ，同時にアクションレ
ベルが廃止された。

２　建設アスベストの危険性の認識
　建設アスベストの危険性については，すでに１９３０
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年のミアウェザー&プライスの報告書のなかで，ア
スベストセメント製品の製造・加工過程や断熱作業
の問題点について指摘されていた。その後，１９３０年
代半ばからアスベストの発がん性についての報告が
相次ぎ，１９５０年代半ばには肺がんとの因果関係が確
立され，１９６０年代半ばには中皮腫との因果関係が確
立された。一方で，１９５０年代初めには造船・建設・
鉄道業などにおける吹き付けアスベストや断熱作業
の危険性が問題になっており，また１９６０年代半ばに
は１９３１年「アスベスト産業規則」の規制対象外であ
った断熱工の危険性がますます明らかになったこと
により，１９６９年の「アスベスト規則」の成立につな
がっていくのである。

（１）アスベストの発がん性と低濃度曝露の危険性
　１９３５年のリンチ&スミスによる最初のアスベス
ト肺がんの報告以降，アスベストの発がん性の報告
が相次ぎ（車谷 ２０１２），１９３８年の「工場監督年報」
においても，「石綿肺の１０３の死亡例のうち，肺がん
を合併していたのは１２件（１１.６％）であった」
（Factories １９３９： ８１）と報告されている。その後，
ドールやワグナーらの研究により，アスベストの発
がん性については，１９５０年代半ばには肺がんとの因
果関係が確立され，１９６０年代半ばには中皮腫との因
果関係が確立された（Bartrip ２００６： １，６６，６９-７０）。
　そして１９６５年７月に「アスベスト使用に起因する
諸問題に関する審議会」が設置された。アスベスト
産業に従事（直接曝露）する労働者数は１万９６００人
（１９６３年）と推計したうえで，石綿肺の新症例が増
加しており，アスベスト曝露と中皮腫の発症には強
い因果関係が存在し，アスベストによる環境汚染の
証拠（アスベスト小体）もみられ，クロシドライト
と中皮腫には特別の有意性があるとして，中皮腫登
録制度の利用，クロシドライトの代替と不可能な場
合における特別の予防措置，および暫定基準の設定
などを勧告している（Ministry of Labour １９６７b）。
その後，イギリスでは１９６７年に「中皮腫登録制度」
が確立・設立された。

（２）吹き付けアスベスト，断熱材の危険性
　断熱作業の危険性については，すでに１９３０年のミ
アウェザー&プライスの報告書のなかで言及され
ているが，その後，吹き付けアスベストの危険性が
特に指摘されるようになる。吹き付けアスベストは
１９３１年にロバーツ（J. W. Roberts）社のノーマン・
ドルビー（Norman Dolbey）によって発明され，「リ
ンペット（Limpet）」として商品化された（Tweedale 
２０００： ３６）。１９４９年の「工場監督年報」では，吹き付
けアスベストの粉塵評価が実施されており，造船や
建設業などにおけるアスベスト粉塵の防止に監視の
目が向けられており，とりわけ断熱用途での携帯型
アスベスト吹き付け機の広範な使用の際における予
防措置や研修について言及されている（Factories 
１９５１： １５，１４４-１４６）。それに引き続いて１９５０年には
さらに吹き付けアスベストの粉塵評価がなされるよ
うになる。造船業におけるアスベスト吹き付け作業
の粉塵濃度（１９５０年）は表１の通りである。
　測定法は不明であるが，一般的な粉塵濃度の汚染
基準として，５～２０mg／m3で「埃っぽい」，４０mg
／m3で「非常に埃っぽい」，１００～２００mg／m3で「高
濃度塵埃」であるため，非常に高濃度であったこと
がわかる。また造船・鉄道業におけるアスベスト吹
き付け作業の粉塵濃度（１９５０～１９５１年）については
表２の通りである。
　測定法はサーマルプレシピテーター（thermal 
precipitator）であり，当時の一般的なアスベストの
許容濃度として５MPPCF（百万個／立方フィート）
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表１　造船業におけるアスベスト吹き付け作業の粉塵
濃度（１９５０年）

クリソタイル粉塵濃度（mg／m3）

４８０吹き付け器から２～３フィート地点
６４０作業員の頭高

１９０吹き付け器から５～８フィート地点
１８５床から４フィート地点

２００吹き付け器から１０～１２フィート地点
１５５床から４フィート地点

出所：Lawrence（１９５０）より作成。



≒１７４個／cm3を挙げていることから，やはり高濃
度であることがわかる。また造船業ではクロシドラ
イトはクリソタイルより濃度が少し高く，粒子が小
さく，危険性がより高いと指摘されている（Evans 
& Addington １９５０）。
　さらにターナー&ニューウォール社は，１９５６年に
インドで吹き付けアスベスト作業に従事していた労
働者の健康調査を実施し，数名の労働者が肺疾患と
診断された。その後，ターナー&ニューウォール社
は１９６５年に吹き付けアスベスト（施工）事業から撤
退した（Castleman ２００５： ３４８-３４９）。したがって，
遅くともこの時期には吹き付けアスベストの危険性
は明確に認識されていたと考えられる。
　そしてアスベスト断熱材や被覆材の取り付けと除
去の危険性についても，１９５６年の「工場監督年報」
において，「断熱被覆材の除去は，１９３１年アスベス
ト産業規則が適用されない非常に有害な工程の１
つ」として認識されており（Factories １９５８： １４１），
「アスベスト産業規則」が適用されないアスベスト
の断熱作業に従事している労働者数は約８５００人であ
り，アスベストに相当曝露しているに違いないと指
摘している（Ministry of Labour １９６７b： １１）。
　実際に，１９５５～１９６３年の石綿肺の新たな症例２４７
件のうち，４１％が「アスベスト産業規則」の規制対
象外の断熱工であり，６７％が１９３３年の「アスベスト

産業規則」の完全施行以降の曝露であることが判明
しており（McVittie １９６５），さらに１９６７年の「工場
監督年報」でも，「断熱工に多くの石綿肺の診断が
下されている」と報告されている（Department of 
Employment and Productivity １９６８： ３４）。このよう
に石綿肺を始めとするアスベスト関連疾患が工場外
の断熱作業員のなかで増加したことが，１９６９年の
「アスベスト規則」制定の１つの背景であったと考
えられる。

（３）建設現場におけるアスベスト建材の加工作業の
危険性

　建設現場においてアスベスト建材を取り扱う作業
員の危険性については，以下の要因により認識され
るようになったと考えられる。第一に，アスベスト
セメント製品の製造業における乾式加工作業が危険
であることは，すでに１９３０年のミアウェザー&プラ
イス報告で明らかにされていたこと，第二に，１９５０
年代初めには造船業や建設業における断熱被覆材の
取り付け・除去作業の危険性が明らかになり，かつ
間接曝露の危険性も指摘されていたこと，第三に，
アスベストの発がん性と低濃度曝露の危険性が明ら
かになったこと，第四に，輸入アスベストの大部分
が建設アスベストとして使用されていたこと，第五
に，建設現場において電動工具が使用されるように
なったこと，第六に，後に建設現場におけるアスベ
スト建材の加工作業による発塵調査が実施されたこ
となどが挙げられる。
　１９６４年時点において輸入クリソタイルの４４.９％
（６万９０００トン），クロシドライトの４６.７％（３５００ト
ン）がアスベストセメント用であり，輸入アモサイ
トの６０.１％（１万３５００トン）が耐火断熱板用であり
（Ministry of Labour １９６７b： ８），１９７３年時点では輸
入アスベストの約６０％（１０万７３００トン）が建設アス
ベストとしての利用であった（Department of the 
Environment １９８２）。すでに建設現場における断熱
作業員の被害が発生しており，なおかつ同じ建設現
場において，こうした大量のアスベスト建材を取り
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表２　造船・鉄道業におけるアスベスト吹き付け作業
の粉塵濃度（１９５０～５１年）

クロシドライトクリソタイル［個／cm3］

４３６３３２
作業員の胸高

造船
２９８２７７

２３０２４６吹き付け面から
３m地点 １８９１７３

１４２
作業員の胸高

鉄道

１９３
２１９

１１２
作業員から６～
８フィート地点

１５４
２０２

出所：Evans & Addington（１９５０），Anonymous（１９５１）より作成。



扱っている作業員の危険性について監視の目が向け
られていくのは，当然の流れであった。とりわけ，
建設現場において電動工具が普及するようになると
その危険性がますます増大した。１９７６年のジョン
ズ・マンビル社の報告によると，アスベストセメン
ト板に対する電動工具の使用は２５０本／cm3以上の
曝露を引き起こす（Castleman ２００５）という。また
大工は断熱工よりも胸膜プラークの割合が多いと
の調査報告もある。フレッチャーの調査によると，
造船・建設業の大工（Joiners）１７７名のうち，３分
の１以上の６２名（３５％）が胸膜プラークであり，こ
れは造船業の断熱工の約２倍の有症率であったとい
う。確たる証拠はないが，アスベスト製品を取り扱
うだけでなく，断熱材の間接吸入の可能性もあると
指摘しており，少ないサンプル数から建設現場の大
工の約１８％が胸膜プラークであると報告している
（Fletcher １９７１： ８３７-８３８）。

３　建設アスベストの粉塵対策・規制の実態
　１９３１年の「アスベスト産業規則」によるアスベス
トセメント産業の粉塵対策としては，局所排気装置
の設置を中心に，密閉，機械化，空気コンベアによる

搬送，湿式化，作業場の隔離などがある。一方，建
設現場におけるアスベスト粉塵対策としては，１９６９
年の「アスベスト規則」の粉塵濃度規制の具体化と
して，雇用省による工場監督官向けの「Technical 
Data Note」シリーズ，およびアスベスト建材メー
カー３社で設立した「石綿症調査委員会」による
「Control and Safety Guide」シリーズにおいて，建
設アスベストの粉塵対策が詳細に規定されている。
特に危険性の高い吹き付けアスベストや断熱材の取
り扱いを中心に，アスベスト建材の粉塵対策が具体
的に規定され，代替化，プレカット，移動式局所排
気装置，集塵器付き電動工具，湿式化，作業場の隔
離，防塵マスク・防護服の着用などの総合的対策と
なっている。

（１）１９６９年以前の建設アスベストの粉塵対策
①アスベストセメント製品の製造業の粉塵対策
　すでに述べたように，１９３０年のミアウェザー&プ
ライスの報告書のなかで，アスベストセメント製造
業における粉塵発生の危険性や粉塵抑制対策につい
ては指摘されている（Merewether & Price １９３０： 
２６-２８）。具体的には，アスベストの破砕・開綿工程
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図２　紡織工場の局所排気装置（１９２５～１９３５年）
出所：Michaels & Chissick（１９７９： ４）。



における密閉，湿式化や，乾式での切断・研削・穴
あけ・研磨などの仕上げ工程における局所排気装置
の設置などが報告・提案されている。
　１９３１年の「工場監督年報」によると，１９３１年の
「アスベスト産業規則」が多くの工場で成果をあげ
ているとして，「アスベストセメント産業において
もその危険性はほぼ克服されている」としている。
とりわけ多量の粉塵が発生するエッジランナー（粉
砕機）やパイプのやすり掛け（研磨）工程において，
粉塵対策として，局所排気装置の設置，密閉，機械
化，空気コンベアによる搬送，湿式化などがなされ
ており，湿式での加工法の開発により粉塵の危険が
克服された事例が報告されている（Factories １９３２： 
３７-３８，９１）。
　なお，局所排気装置とは，フード，ダクト，集塵
装置，ファン，モーター等から構成される排気装置
のことであり，遅くとも１９３０年代初めには実用化さ
れていた。その一例を図２に示す。

②建設現場におけるアスベスト断熱材の粉塵対策
　イギリスにおける建設現場でのアスベストの粉塵
対策は，内務省工場監督官庁および石綿症調査委員
会によって主にその対策が推進されてきた。１９５７年
に，ターナー &ニューウォール社（Turner & 
Newall），ケープアスベスト社（Cape Asbestos），ブ
リティッシュベルティング&アスベスト社（British 
Belting & Asbestos）のアスベスト含有建材メーカ
ー３社により，「石綿症調査委員会」（Asbestosis 
Research Council）が設立された。そこでアスベス
ト粉塵測定用のメンブランフィルター法を開発し，
アスベストの粉塵対策について，「Control and 
Safety Guide」シリーズを出版して，粉塵対策の普
及に努めた。
　そして石綿症調査委員会は１９６６年１２月に「アスベ
スト断熱材の取り扱いに関する推奨実務指針」につ
いて刊行した。その概要は以下の通りである
（Asbestosis Research Council １９６６）。

「アスベスト断熱材の取り扱いに関する推奨実務指

針」

１　可能な限り現地での混合ではなく予め成形され

た材料を使用する。

２　飛散性断熱材の作業は可能な限り湿式で行うべ

きである。

３　乾式混合の際は適切な排気装置がない限りは保

護マスクを着用する。移動式局所排気装置はすで

にいくつかの造船所で使用されており，この手順

を拡大すべきである。

４　アスベスト含有材の切断は空気循環のある隔離

された場所で行うべきである。作業が継続する場

合は落下廃棄物の集塵用に移動式ホッパーを使用

する。

５　吹き付けアスベストの取り扱いの場合は，アス

ベスト繊維の防塵袋からの移動を禁止する。

　　a 　前処理装置付き吹き付け機の場合は，操作員

は吹き付け作業中は認可保護マスクを着用する。

　　b 　自動通気吹き付け機（前処理装置なし）の場

合は，操作員は吹き付け作業中と作業後３０分間

は認可保護マスクを着用する。開窓による一般

換気が許される。

　　c 　無通気の吹き付け機（前処理装置なし）の場

合は，操作員と５０フィート以内の作業員は吹き

付け作業中と作業後１５分間は認可保護マスクを

着用する。開窓による一般換気が許される。

６　アスベスト含有物質の除去

７　認可された保護マスクの使用とメンテナンス

　一方，工場監督官の側からも，１９６６年の「工場監
督・産業衛生年報」において，「アスベスト断熱材
の使用と除去には適切な呼吸保護具（陽圧エアライ
ン型）の使用が必要不可欠であり，この防護措置は
当該作業者だけでなく作業空間にいる全ての者に施
す必要がある」（Ministry of Labour １９６７a： ２１）と
指摘している。また１９６７年の「工場監督年報」では，
被覆材の除去作業においては，「断熱材を完全に湿
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潤化したうえで小型機械を使用することで，粉塵の
発生を１０分の１に減少させることができる」ことや，
「作業空間はビニル・シートで隔離する」こと，さ
らには「アスベストフリーの断熱材が近年開発され，
使用されている」と報告している（Department of 
Employment and Productivity １９６８： ３４）。
　このように１９６０年代のアスベスト断熱材の粉塵対
策としては，湿式化，移動式局所排気装置，作業場
の隔離，呼吸保護具（陽圧エアライン型），代替化な
どのほか，間接曝露の防止にも注意が払われていた
ことがわかる。

③建設現場におけるアスベストセメント製品の加工
作業の粉塵対策
　第Ⅰ章第２節で述べたように，建設現場において
アスベスト建材を取り扱う作業員の危険性について
認識されるようになると，アスベストセメント製品
の加工作業に対しても粉塵対策の措置が取られるよ
うになった。
　石綿症調査委員会は１９６７年４月に「建築・建設産
業におけるアスベスト及びアスベストセメント製品
の取り扱い，作業，修理に関する推奨実務指針」を
刊行した（Asbestosis Research Council １９６７）。そ
れによると，建設現場でのアスベストセメント製品
の取り扱いや作業においては，第一に，現場での切
断よりもプレカットを優先すべきであること，第二
に，プレカットが不可能であれば，機械的（電動工
具による）切断の場合は，移動式集塵装置を使用す
べきであり，それも不可能であれば認可保護マスク
を着用すべきであること，第三に，プレカットも移
動式集塵装置も不可能であれば，手動による切断・
作業の場合は，認可保護マスクを着用し，水滴注入
等を用いた湿式化により防塵をすべきであること，
第四に，移動式工業用真空掃除機により床面を清掃
すべきであり，それが不可能であれば清掃前に湿式
にすべきであることなどが規定されている。
　一方，１９６６年の「工場監督・産業衛生年報」にお
いても，アスベストを含む産業粉塵問題について，

「ほとんどの工具については，工具から生じる粉塵
を抑制するには，大きな技術的問題は残っていない
が，局所排気装置を取り付け，新たな工具使用方法
を開発することに伴う変化を受け入れることについ
ては，ある程度の抵抗感はあるかもしれない」と指
摘しており，また工場監督庁により「低容量・高速
度排気装置付きのフレキシブル・ディスク・サンダ
ーの開発に成功」したことが報告されている
（Ministry of Labour １９６７a： ８５）。
　このように１９６０年代のアスベストセメント製品の
加工作業の粉塵対策としては，プレカット，集塵器
付き電動工具，湿式化のうえ手動工具による加工，
認可保護マスクの着用のほか，床面の清掃による二
次曝露の防止にも注意が払われていたことがわかる。

（２）１９６９年以降の建設現場におけるアスベスト粉塵
対策

　１９６９年の「アスベスト規則」の制定以降の建設ア
スベストの粉塵対策としては，アスベスト断熱材に
ついてもアスベストセメント製品の加工作業につい
ても，それ以前の粉塵対策と基本的には同様である
が，粉塵濃度規制の導入に伴い，さらに徹底した対
策となっているところに特徴がある。

①建設現場におけるアスベスト粉塵濃度規制の強化
　１９６９年「アスベスト規則」の成立により，建設現
場においても粉塵濃度規制が導入された。イギリス
におけるアスベスト粉塵の曝露限界は，まず１９６０年
に産業衛生諮問委員会（Industrial Health Advisory 
Committee）がアメリカ産業衛生専門家会議
（ACGIH）の勧告値である５MPPCF＝１７７個／cm3

（≒２９.５本／cm3）を暫定基準として採用し，次いで
１９６４年に労働安全省（Ministry of Labour Safety）が
同基準を暫定勧告値とした。そして１９６６年の「アス
ベストの粉塵対策手段の有効性および保護基準に関
する工場（技術・化学）監督官による全国的調査」
の実施を経て，１９６８年にはイギリス労働衛生協会
（British Occupational Hygiene Society）が２本／
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cm3を勧告し，これが１９６９年の「アスベスト規則」
の粉塵濃度基準となっていったのである。
　雇用省は１９６９年「アスベスト規則」におけるアス
ベスト粉塵の危険基準の解釈を与えるとして，１９６９
年に「１９６９年アスベスト規則と併用すべきアスベス
ト粉塵濃度基準」（Technical Data Note １３）を公表
した（Department of Employment and Productivity 
１９６９）。測定方法はメンブランフィルター法であり，
光学顕微鏡（約５００倍）を使用して，長さ５～１００ミ
クロン，長さと幅の比率が３：１以上の繊維を計数
するものとしており，アスベストの曝露限界として，
クリソタイル・アモサイトの許容濃度を４時間平均
濃度で２本／cm3以下および１０分間平均濃度で１２本
／cm3以下，クロシドライトの許容濃度を１０分間平
均濃度で０.２本／cm3以下に設定した。
　その後，法的なアスベスト粉塵濃度規制は，１９８３
年にクリソタイルの曝露濃度が１本／cm3，アモサ
イトが０.５本／cm3，クロシドライトが０.２本／cm3に
（Health and Safety Executive Rev. １９８３），１９８４年に
はクリソタイルの曝露濃度が０.５本／cm3，クロシド
ライト・アモサイトが０.２本／cm3へと強化された。
イギリスにおけるアスベスト粉塵の許容濃度（曝露
限界）の変遷は表３の通りである。
　それと同時に雇用省は「１９６９年アスベスト規則：
呼吸用保護具」（Technical Data Note ２４）について
も公表した（Department of Employment n. d. a）。
１９６９年「アスベスト規則」に基づくアスベスト粉塵

濃度別の呼吸用保護具について表４に示す。
　また「Technical Data Note ２４」に合わせて，使用
方法を詳細に規定するものとして，石綿症調査委員
会は１９７０年に「アスベスト産業における保護具：呼
吸保護具・防護服」（Control and Safety Guide No. 
１）を出版した（Asbestosis Research Council Rev. 
１９７５a）。なお，この小冊子には付録として認可防塵
マスクのリスト（１９７５年版で２７種類）がタイプ別に
掲載されている。
　そして雇用省は，１９６９年「アスベスト規則」に基
づく具体的な粉塵対策の詳細について示すため，
１９７０年の施行に合わせて『労働の安全と衛生』シリ
ーズの一環として，「アスベスト：産業衛生上の予
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表３　イギリスにおけるアスベスト粉塵の許容濃度（曝露限界）の変遷

２００６１９９８１９９２１９８７１９８４１９８３１９６９【本／cm3】

０.１

０.３０.５
０.５１

２

クリソタイル
［０.１５］［０.２］［０.２５］

０.２
０.２０.５アモサイト

［０.１］

０.２
０.２クロシドライト

［０.１］

注）［　　］内はアクションレベル。
出所：Health and Safety Executive資料より作成。

表４　アスベスト粉塵濃度別の呼吸用保護具（１９６９年
アスベスト規則）

呼吸用保護具の種類
粉塵濃度（本／cm3）

クロシドライト
クリソタイル
アモサイト

防塵マスク（ハーフ）～４注）～４０

電動陽圧防塵マスク～２０～２００

高性能防塵マスク（フルフ
ェイス）
高性能電動陽圧防塵マスク

～８０～８００

自給式呼吸器
圧縮送気呼吸装置
外気ホース呼吸具

８０超８００超

注）建設作業を除く。
出所：Department of Employment（n. d. a）より作成。



防措置」と題するブックレットを公刊した。建設現
場においては，作業が一時的なもので，かつ周囲の
状況も変化しやすいため，工場のように各工程に合
わせた予防措置を取ることが不可能である場合が多
いという特有の問題点を指摘したうえで，下記のよ
うな予防措置を指示している（Department of 
Employment and Productivity １９７０： １４-１８）。

（a）被覆作業

　断熱部門で石綿肺の発症率が高いため，注意深く

予防措置を講じる必要がある。被覆作業では，作業

区域をビニル・シートで密閉し，移動式局所排気装

置を設置して，呼吸保護具を着用する。被覆除去作

業では，開発された湿式化装置を使用し，完全浸潤

が困難な場合は水噴霧器を用いて移動式局所排気装

置を併用する。乾式の場合は開発された集塵器付き

除去工具を使用し，エアライン呼吸器具と完全防護

服を着用する。両作業とも，廃棄被覆材は非透過性

容器に入れ，防護区域の掲示を行い，作業終了後に

は徹底的に清掃し，クロシドライトを扱う場合は工

場監督官へ事前通告する。

（b）吹き付けアスベスト

　アスベストを吹き付け器に充填する事前の給湿化

により濃度が劇的に減少する。風の影響による粉塵

飛散を防止するため，作業区域をビニル・シートで

密閉・隔離し，改良型呼吸保護具・防護服を着用す

る。アスベストは非透過性容器に封入して運搬し，

廃棄物は湿式化のうえ清掃する。防護措置の遵守の

ため，労働者への教育・監督・訓練を継続する。

（c）建設業におけるアスベスト製品の取り付け

　アスベスト製品（シート，板，壁板，タイル，パ

イプなど）の現場での切断，成型，穿孔，研磨作業

において，多量の粉塵が発生する電動のこぎりや携

帯型高速研磨工具の使用の際は，作業場を隔離し，

排気装置を使用し，改良型呼吸保護具・防護服を着

用する。可能であれば排気装置を設置した作業専用

の建屋を設ける。現場の除塵は，湿式または真空掃

除機で除去し，非透過性容器を用いて運搬する。

　このように１９６９年「アスベスト規則」の規制対象
として，とりわけ建設業が念頭に置かれていたこと
がわかる。最後に，全ての有害工程に関する工場監
督庁の一般方針として，代替品の使用についても言
及されていた。
　さらに雇用省は，建設現場における危険性の認識
や適切な粉塵対策を徹底するために，典型的な建設
作業におけるアスベスト粉塵濃度の情報を
「Technical Data Note ４２」として１９７３年に公表した
（Department of Employment １９７３b）。建設作業に
おけるアスベスト粉塵の推定濃度は表５の通りであ
る。
　このように電動ドリルや電動のこぎり切断による
アスベスト粉塵濃度は，粉塵抑制装置の使用により
２～４本／cm3に減少させることが可能である。し
たがって予防対策としては，第一に，排気装置によ
るアスベスト粉塵の除去である。これらの方法が不
可能な場合には，工場主任監督官の認可を受けた個
人呼吸保護具および防護服の着用が残された唯一の
手段であるとしている。
　この「Technical Data Note ４２」の後継版とし
て 安 全 衛 生 庁 は，１９８９年 に「Guidance Note 
Environmental Hygiene ３５」を公表した（Health 
and Safety Executive Rev. １９８９）。改訂版としての
建設作業におけるアスベスト粉塵の推定濃度は表６
の通りである。

②アスベストの吹き付け，断熱作業の粉塵対策
　１９６９年以降のアスベストの吹き付け，断熱作業の
粉塵対策については，それ以前と基本的に同様でよ
り徹底された対策となっている。とりわけ，アスベ
スト断熱材の除去作業に伴うリスクの評価と防護措
置がより厳格になっており，事業者だけでなく建物
の所有者や使用者にもリスクに応じた予防措置を求
めている。
　１９７１年の「工場監督年報」によると，「建設業では
１８か月前から吹き付け作業前の事前湿潤化方式への
転換により，アスベスト粉塵を約１００分の１に減少
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可能であり，これにより認可防塵マスクの着用だけ
で作業員を保護できる」ようになった一方で，「解
体作業の予防措置は，徹底的な湿潤化と密閉された
樹脂製容器による現場での廃棄物の除去，高性能の
個人呼吸保護具が必要である」と指摘している
（Department of Employment １９７２： ３２）。また環境省
も安全予防措置として，事前給湿や防護区域の警告
標示を求めている（Department of the Environment 
１９７１a）。
　アスベスト断熱材の除去作業において雇用省は，
アスベスト断熱材を含む建物の所有者には，解体作
業前に専門請負業者による断熱材の除去の手配を行
い，工事請負業者には，現存する施設のアスベスト
断熱材の除去前にアスベストの種類の確定とそれに
応じた作業員の保護を行うよう求めている
（Department of Employment １９７４b）。また安全衛

生庁は１９７６年に，建築物の所有者および使用者に向
けて，「建物の吹き付けアスベスト被覆からの健康
リスク」（Technical Data Note ５２）を刊行している
（Health and Safety Executive １９７６）。建物の所有・
使用者は，吹き付けアスベスト被覆の位置と種類を
確認・識別し，リスクを評価したうえで適切な処置
を取ることを勧告している。たとえば，吹き付けア
スベスト被覆の損傷部位は，石綿症調査委員会の
「Control and Safety Guide No. ２」の付録Aの勧告
に従って密閉・保護することや，被覆が完全に剥が
れている場合は，予め地方自治体と消防当局の助言
を得て，１９５７年の「断熱（工業用建物）規則」
（Thermal Insulation (Industrial Buildings) Act 
１９５７）が要求する「U値」の耐火性を満たす防火材
で代替すること，その他，予防措置として断熱材の
完全除去やメンテナンスの方法，労働者への情報提
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表５　建設作業におけるアスベスト粉塵の推定濃度（１９７３年）

［本／cm3］作　業アスベスト製品

５～１０推奨事前給湿装置を使用した場合

吹き付けアスベスト １００以上事前給湿装置なしの場合

上記の約１０分の１施工場所から６.１～９.２m地点

１～５完全浸水の場合

解体（断熱材の除去） ５～４０散水スプレーを使用した場合

２０以上乾式の場合

２未満電動穴あけ

アスベストセメント板・パイプの使用

２～４手動のこぎり

２～１０糸鋸電動のこぎり
（局所排気装置なし） １０～２０丸鋸

２未満電動のこぎり（局所排気装置あり）

２～５垂直構造物の穴あけ

アスベスト耐火板の使用
（アスベストラックス・ターナースベスト・
　ターナルLDR・マリナイトなど）

４～１０頭上の穴あけ

６～２０研磨・やすり掛け

１～５溝切り・割断

５～１２手動のこぎり

５～２０糸鋸電動のこぎり
（局所排気装置なし） ２０以上丸鋸

５～１５切断状態アスベスト納品板の荷下ろし
（短時間測定） １～５メーカー通常板

出所：Department of Employment（１９７３b）より作成。



供などを求めている。
　そして「アスベスト諮問委員会」は１９７８年に「断
熱・防音材と吹き付け被覆の作業に関する勧告」を

発表している（Advisory Committee on Asbestos 
１９７８）。その内容は，第一に，排気装置で十分に抑
制できないためにあらゆる含有量の吹き付けアスベ
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表６　建設作業におけるアスベスト粉塵の推定濃度（１９８９年）

濃度［本／cm3］作　　業
アスベスト除去作業

断熱材の除去
１００～１０００乾式除去（クロシドライト）
２０以上乾式除去（クロシドライト以外）
５～４０水スプレーによる除去
１～５湿式除去（断熱材の完全浸水）

断熱ボード・タイルの除去
５～２０破断・はぎ取り
２未満ねじ抜き・丁寧な除去（局所排気装置あり）

アスベストセメント板・パイプ（クリソタイル）
電動のこぎり（集塵装置なし）

１５～２５研磨ディスク切断
１０～２０丸鋸
２～１０糸鋸
２未満電動のこぎり（集塵装置あり）
１未満往復のこぎり
１未満手動のこぎり
１未満電動穴あけ
０.５未満アスベストセメント板の除去
０.５未満除去後のアスベストセメント板の積み重ね
０.１未満アスベストセメント建造物の遠隔解体

外壁材屋根材アスベストセメントの洗浄
５～８３乾式ブラシ掛け
１～２１～３湿式ブラシ掛け
１～２０～０.５水噴流

アスベスト断熱ボード・タイル（アモサイト，クリソタイル）
６～２０研磨・やすり掛け

電動のこぎり（集塵装置なし）
２０以上丸鋸
５～２０糸鋸
１～５糸鋸（集塵装置あり）
５～１０頭上の穴あけ
２～５垂直柱の穴あけ
５～１０手動のこぎり
１～５溝切り・割断
１５以上断熱ボードの雑な取り扱い・破片の除去
～５ボード全体の丁寧な除去

化粧石膏ボード
０.１～０.２塗装石膏の削り取り
０.３以上非塗装面の軽いやすり掛け

出所：Health and Safety Executive（Rev. １９８９）より作成。



ストを禁止すること，第二に，将来世代の健康リス
クのためにも代替可能でない限定的用途を除くあら
ゆる断熱・防音用のアスベスト含有材の使用を禁止
すること，第三に，アスベスト断熱材を取り扱う作
業にライセンス制を導入すること，第四に，これに
関するアスベスト規則の承認実務指針を発行するこ
と，第五に，あらゆる種類のアスベストの断熱作業
について事前に通告することなどを勧告している。
なお，それらに基づき安全衛生委員会（Health and 
Safety Commission）により「アスベスト断熱・被
覆作業に関する承認実施基準と指導注釈」が刊行さ
れている（Health and Safety Commission Rev. 
１９８３）。

③建設現場におけるアスベストセメント製品の加工
作業の粉塵対策
　１９６９年以降の建設現場におけるアスベストセメン
ト製品の加工作業の粉塵対策としては，代替化，プ
レカット，移動式局所排気装置を備えた専用作業ブ
ースの設置，作業場の隔離，集塵器付き電動工具の
使用，湿式化のうえ手動工具による加工，呼吸用保
護具・防護服の着用，湿式または真空除塵機による
作業場の清掃，密閉容器への廃棄物の保管・運搬，
警告ラベルの標示などの総合的対策となっている。
　雇用省は「アスベスト粉塵対策」（Technical Data 
Note ３５）のなかで，アスベスト製品の切断作業に
おいて，機械工具の場合は局所排気装置を設置し，
ポータブル電動工具の場合はアスベスト粉塵に適し
ている高容量・低速度の集塵装置を使用し，実行不
可能な場合は認可防護マスクを含む個人防護措置を
取り，手工具の場合はフードやブースのある固定位
置で作業がなされない限り局所排気装置での対策は
できないとして，個人防護が粉塵対策の唯一の手段
であるとしている（Department of Employment n. 
d. b）。
　そして石綿症調査委員会は１９７０年に「建築・造船
産業および電気絶縁・断熱用のアスベスト含有物
質」（Control and Safety Guide No. ５）を公刊し，ア

スベスト製品の現場作業の際の推奨手順について勧
告している（Asbestosis Research Council Rev. 
１９７５b）。それによると，アスベストセメント板・パ
イプ・セルロース板の屋外での断続的な電動切断
（留め継ぎなど）の場合は，予防措置は必要ないが，
長時間連続的作業の際は集塵装置が必要である。ア
スベスト断熱材・天井パネルの加工作業の場合は，
（a）頭上での電動穴あけの際は集塵装置が必要であ
るが，TEKSねじ付きのプレドリルパネルやsecret 
fix clips付きの天井パネルは集塵装置なしで使用可
能である。（b）電動研磨の際は集塵装置が必要であ
る。（c）手のこぎり切断の際は断続工程下では予防
措置は必要ないが，粉塵は定期的に清掃する必要が
ある。（d）電動切断の際は集塵装置が必要であり，
可能な場合は納入前にプレカットすべきであるなど
と規定している６）。
　また環境省は１９７１年に建設労働者向けのリーフレ
ットを発行し，そのなかで，（a）大量のアスベスト
資材を取り扱う場合はメーカーによるプレカット供
給にすること，（b）連続切削の場合は隔離された排
気装置付きの置き場やブースの中で作業すること，
（c）少量切削の場合は事前給湿のうえで集塵器付き
電動工具を使用することなどを推奨している
（Department of the Environment １９７１b）。
　さらに雇用省は，事業主に対して，（a）新築の際
にはアスベスト代替品の使用の真剣な検討，（b）代
替品が可能でない場合には１９６９年「アスベスト規
則」第７条に適合したアスベスト粉塵対策の提供，
（c）実行不可能な場合は「Technical Data Note ２４」
の基準で認可された呼吸用保護具の供給などを課し
ている（Department of Employment １９７４b）。
　イギリスにおけるアスベスト建材のプレカット
加工サービスについては，１９７８年時点でアスベスト
セメント建材の生産量の約１０％を占めており，プレ
カット加工サービスを提供する業者が約３１社存在
し，小規模だが増加していたという。こうした加工
サービスを提供する作業所での粉塵濃度としては，
１７１サンプルの分析の結果，９３％が２本／cm3以下
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であり，７％が５本／cm3以下であった（Advisory 
Committee on Asbestos １９７９： ２１）。
　集塵器付き電動工具については，１９６０年代に多量
の粉塵を発生する電動工具の使用が規制された一方
で７），１９６０年代後半には集塵器付き電動工具を簡単
に入手することが可能になったという８）。１９７４年当
時のトレンド社の集塵器付き電動工具およびDCE
社の建設現場用の移動式集塵機を図３に，１９７５年頃
のケープ・ユニバーサル社による石綿症調査委員会
に認可された集塵器付き電動工具とその使用例を図
４に示す（Cape Universal １９７５a，１９７５b）。なお，
集塵器付き電動工具・移動式集塵機の性能（有効
性）については表７の通りである。

（３）１９６９年「アスベスト規則」の実効性の確保
　イギリスにおけるアスベスト粉塵対策の特徴は，
粉塵対策そのものが総合的対策であっただけでなく，
その実現の手段もまた法的規制だけにとどまらない

極めて多様なものであり，その実効性の確保に努め
てきたことである。その手段としては，第一に，工
場監督官による査察，第二に，現場の労働実態をふ
まえた粉塵対策，第三に，情報提供と面談，第四に，
産業界との緊密な連携，第五に，各種の勧告などが
挙げられる。

①工場監督官による査察
　工場監督官は定期的な査察を行うとともに，作業
環境の粉塵測定や各種調査を実施し，つねに規制の
効果を検証し，その実効性の確保に大きな役割を果
たしてきた。
　たとえば，１９４９年の「工場監督年報」において，
「１９３１年アスベスト産業規則に規定されている予防
措置の実施を確保するには，絶え間のない監視が必
要である」と指摘しつつ，直接には規制対象外であ
った「造船や建設業などにおけるアスベスト粉塵の
防止にも監視の目が向けられており」，吹き付けア
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図３　集塵器付き電動工具と建設現場用の移動式集塵機（１９７４年）
出所：Health and Safety Executive（Rev. １９７４）。



スベストの粉塵評価もすでに行われていた
（Factories １９５１： １５，１４４-１４６）。また１９７１年の「工
場監督年報」では，「１９６９年アスベスト規則の遵守
の促進のため，３００以上の工場と５０か所の造船，建
設，解体現場を臨検した」とあり，分析されたサン

プル数は１５９７件にも及び，「工場の危険性はそれほ
ど大きなものではなかった」と報告されている
（Department of Employment １９７２： ３１，９４）。その
ため，１９７２年の「工場監督年報」では，「１９６９年アス
ベスト規則の遵守において，建設業（解体業を含
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図４　集塵器付き電動工具と使用例
出所：Cape Universal（１９７５a，１９７５b），Asbestosis Research Council（Rev. １９７５b： ８－１１），Dalton（１９７９： １３３－１３４）。



む）がますます注目を集めている」としている
（Department of Employment １９７３a： ６９）。そして
１９７３年の「工場監督年報」においては，「継続的な規
制強化の一環として，監督官は１９７３年に全てのアス
ベストの使用工場（約１２００件）とアスベストが使用さ
れている建設現場を臨検して」おり，「さらに広範
で長期にわたるアスベスト労働者の医学調査および
作業環境調査の継続」がなされている（Department 
of Employment １９７４a： ６４-６５）。
　１９７０～１９８０年代における工場監督官による建設現
場への査察頻度としては，それぞれの現場ごとに３
～４回程度であったという９）。なお，１９６９年「アス
ベスト規則」に基づく起訴・罰金（有罪）件数は表
８の通りである。

②現場における使用実態をふまえた粉塵対策
　工場監督官は，理想的な使用状況を想定するので
はなく，建設現場での労働・使用実態をふまえた実
効性のある粉塵対策を提案することで，その規制の
遵守に努めてきた。
　たとえば，１９６６年の「工場監督・産業衛生年報」
において，「呼吸保護具の使用には個々の労働者へ
の教育が必要」であり，労働者に「不便さを受け入
れさせる必要」があり，雇用者には労働者の「管理
を行う継続的な義務がある」と指摘している
（Ministry of Labour １９６７a： ８６）。そして１９６７年の
「工場監督年報」では，最近開発された呼吸用保護
具（エアクッションで密閉したハーフマスク）は顔
面の漏れ率を平均で１％程度に抑えられるようにな
ったが，「正確に装着することができるような人の
みを想定するのではなく，何らかの理由で効果的に
装着を行えない場合についての配慮が必要である」
として，「産業用途での覆面部の漏れは一層深刻で
ある」という使用実態から，さらにアスベストのよ
うなより低い許容濃度の採用が提案されていること
から，監督官は「陽圧エアラインマスク」の基準の
設定・試作を行い，密着度に左右されず，かつ呼吸
抵抗を加えることもなく，多くの産業で利用可能な
マスクとして新たな提案をしている（Department 
of Employment and Productivity １９６８： ３５-３７）。ま
た雇用省の「アスベスト粉塵対策」（Technical Data 
Note ３５）のなかで，工場監督官の２年にわたる粉
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表７　集塵器付き電動工具・移動式集塵機の性能

アスベスト繊維濃度（本／cm3）
作　業集塵器メーカー・型式

集塵器の排出口呼吸ゾーン

─１.１アスベストラックスの切断（１０分間）Trend MH６５・縦びき鋸

０.０２未満０.８４高繊維アスベストセメント４ポンドの吸引（３分間以上）Bivac ACL

─
０.１６アスベスト板の穴あけ

BVC EV２１
４０超（集塵器なしの場合）

０.０２─
繊維屑９００g・アスベストセメント２kgの床面からの吸引

（２０分間以上）
Nilfisk

出所：Dalton（１９７９： １３５）より作成。

表８　１９６９年アスベスト規則に基づく起訴・罰金（有
罪）件数

罰金起訴年

１１１９７１

２５４０１９７２

１２１５１９７３

３１３９１９７４

１９（平均罰金額７９£）２２１９７５

４５£２３１９７６

１８２£８４１９７７

注）１９７６・１９７７年は平均罰金額（ポンド）のみ記載。
出所：Dalton（１９７９： ６８－７１）より作成。



塵対策の工学的手段の調査の結果，現場でのよくあ
り得る排気装置の失敗例について数多く指摘して注
意を促し，改善策を提案している（Department of 
Employment n. d. b）。

③情報提供と面談
　雇用省や安全衛生庁等は，雇用者や労働者に対す
る各種情報提供のほか，承認実施基準やガイダンス
を作成・公表するだけではなく，場合によっては事
業者との面談により直接推奨することによって，そ
の実効性を担保しようとする。
　たとえば，安全衛生庁は１９７０年に労働者向けのパ
ンフレットとして『アスベストとあなた』を発行し
ており，環境省は１９７１年に建設労働者向けのリーフ
レットとして『建設業における健康リスク』を発行
しており（Department of the Environment １９７１b），
アスベスト諮問委員会は１９７７年に暫定的声明を記載
した小冊子として『アスベスト：健康リスクと予
防』を発行している（Advisory Committee on 
Asbestos １９７７）。一方で，１９７３年の「工場監督年報」
では，勧告・提言をもとに「監督官は企業数社と面
談し，専門業者による被覆材の除去がいかに役立つ
かを強く訴えた」と報告されている（Department 
of Employment １９７４a： ６５）。

④産業界との緊密な連携
　雇用省や安全衛生庁が，粉塵濃度測定・調査，粉
塵抑制手段の開発，承認実施基準の作成，情報提
供・普及，労働者の教育・訓練などの幅広い分野に
おいて，産業界との緊密な連携により，その実効性
を高めてきたことも大きな特徴である。
　１９５７年にアスベスト建材メーカー３社で設立され
た「石綿症調査委員会」において，アスベスト粉塵
測定用の「メンブランフィルター法」を開発し，そ
の後，工場監督庁と共同で建設現場における発塵調
査も実施している。そしてアスベスト製品の生産・
使用に伴う粉塵対策について，測定法，保護具，吹
き付けアスベスト，断熱材の取り付けと除去，アス

ベスト建材，アスベストの取り扱いや保管・輸送・
荷下ろし，局所排気装置，建屋の清掃，アスベスト
廃棄物の除去・埋立処理などの広範な分野において，
１９６９年の「アスベスト規則」を具体化した「承認実
施基準」や「Control and Safety Guide」シリーズな
どを作成・配布しており（Asbestosis Research 
Council Rev. １９７３），雇用省による「Technical Data 
Note」シリーズとの間で相互に参照，補完，詳説す
るものとなっている。同様に，１９６７年に設立された
「アスベスト情報委員会」においても，１９７６年に『ア
スベスト粉塵：安全と対策』と題するQ&A形式の
解説書を発行するなどして，いわゆる「管理使用」
のためのデータの普及を促進している（Asbestos 
Information Committee １９７６）。
　またアスベスト製品の主要メーカーは，自社製品
が現場で使用されている場合には，アスベスト粉塵
の濃度測定・分析サービスについても提供していた
（Department of Employment １９７４b： ７）。
　さらに工場監督庁は，全国建設事業者連盟および
棟梁連盟と連携を図って，メーカーにアスベスト製
品加工用の粉塵抑制工具の開発を促進するように働
きかけを行うことや，全国建設事業者連盟，全国屋
根工事業連盟，建設産業訓練委員会，全国解体業連
盟，換気業者協会などの各種業界団体と協力して，
会員企業に対して情報提供や作業員の安全教育・訓
練に取り組んできた（Department of Employment 
１９７４b： ５-６）。

⑤各種の勧告
　雇用省や安全衛生委員会は，各種審議会・小委員
会を設立して規制の到達点について検証し，さらな
る勧告や提言を行うことで，より実効性のある規制
になるように努めてきた。
　１９７２年３月に「建設業の安全衛生に関する専門合
同委員会・アスベスト小委員会」を設立し
（Department of Employment １９７３a： ４５），１９７４年に
は「建設産業におけるアスベストの使用に関する予
防措置」と題する報告書を作成し，１９６９年「アスベ

イギリス・ドイツにおける建設アスベストの粉塵対策と代替化の展開（上）（杉本通百則） 87



スト規則」の到達点について検証し，建設業におけ
るアスベスト粉塵曝露を抑制するための実務的な提
言を行っている。すでに労働者向けの解説パンフレ
ットが刊行され，建設現場での典型的作業によるア
スベスト粉塵濃度の情報が公表され，１９６９年「アス
ベスト規則」の遵守のための予防措置が適切である
かどうかを確認するためにアスベスト粉塵濃度の定
期的モニタリングが実施されているとして，さらな
る勧告として，（a）雇用者，労働組合，訓練機関に
対してアスベスト粉塵曝露の危険性と予防に関する
情報のさらなる普及，（b）事業主に対して新築の際
にアスベスト代替品使用の真剣な検討，（c）工事請
負業者に対してアスベスト断熱材除去前にアスベス
トの識別とリスクに応じた作業員の保護，（d）アス
ベスト断熱材の大規模建物の保有機関に対して解体
作業前に専門請負業者による断熱材の除去の手配，
（e）携帯型電動工具メーカーに対して建設現場の困
難な環境下で便利な粉塵対策機器の設計・提供など
を提言している（Department of Employment 
１９７４b： ６）。
　また１９７６年には「アスベスト諮問（シンプソン）
委員会」（Advisory Committee on Asbestos）が設立
され，１９７９年に「アスベスト諮問委員会最終報告
書」が作成・公表された。本報告書は全２巻から構
成される詳細なものであり，世界的にも大きな影響
を与えることになった。そのなかで全４１項目の勧告
がなされており，クロシドライトの禁止，吹き付け
断熱材の禁止，許容濃度の引き下げ（クリソタイル
１本／cm3，アモサイト０.５本／cm3），アスベスト除
去作業のライセンス制の導入，アスベスト含有製品
のラベリングの自主的遵守の法的義務化などの提言
がなされ（Advisory Committee on Asbestos １９７９），
これらは後に実現されていくことになる。

注
１） Department of the Environment（１９８２），
Berufsgenossenschaft der Bauwirtschaft（２０１１： 
７）。

２） 内務省保険院社会保険局健康保険相談所（１９４０： 
２），Merewether & Price（１９３０），Castleman
（２００５： １５），Cremers（２０１３： １０）。

３） 本稿では１９４９～１９９０年までのドイツについては
ドイツ連邦共和国（西ドイツ）を指すものとする。

４） 本節の内容については，各種法律の原文，
Glynn（２０１１），Health and Safety Executive資料
などを参照した。

５） イギリスのアスベスト産業規則の成立過程の詳
細な分析については，中村（２００８）を参照されたい。

６） ここでいう「集塵装置」とは，原文では全て
「局所排気装置（local exhaust ventilation）」とな
っているが，ここでは文字通り「粉塵の発生源に
おいて捕捉・吸引する排気装置」という意味で使
用され，文脈から集塵装置付き電動工具を指して
いると考えられることから，混乱を避けるため
「集塵装置」と訳出した。

７） イギリスのアスベスト除去請負業者協会
（Asbestos Removal Contractors Association）で
のインタビュー調査（２０１３年１０月１８日実施）によ
る。

８） 元工場監督官であるEddy Tarn氏へのインタビ
ュー調査（２０１３年１０月１５日実施）による。

９） 同上。
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Abstract : The purpose of this paper is to analyze the development of construction-asbestos dust 
suppression and substitution in the UK and Germany. This paper deals with research on legal regulations, 

recognition of health hazards, dust control methods and factors in substitution for construction-asbestos. 

Methods used to control asbestos dust in construction sites in the late 1960s-70s were use of precut 

asbestos cement products, portable local exhaust ventilation, segregated working areas, use of dust 

collectors on power tools, damping building materials, wearing of respiratory protectives and so forth. In the 

UK asbestos cement products manufacturers made a change from control use to voluntary substitution 

because of the difficulty complying with the regulations, in Germany federal government made a change in 

policy to asbestos ban because of the risk of environmental exposure on building sites. The development of 

asbestos bans and substitution in the UK and Germany are necessary consequences of the tightening of 

effective regulations for asbestos dust concentration in construction processes.

Keywords : environmental regulation, portable local exhaust ventilation, power tool with dust collector, 
Asbestosis Research Council, Accident-Prevention Regulation
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